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時間外労働の上限規制の概要

働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律（平成30年法律第71号）により改正された労

働基準法（昭和22年法律第49号）において、時間外労働の上限は、原則として月45時間、年360時間

（限度時間）とされ、臨時的な特別な事情がある場合でも年720時間、単月100時間未満（休日労働含

む）、複数月平均80時間以内（休日労働含む）とされました。

※限度時間を超えて時間外労働を延長できるのは年６か月が限度

限度時間
１か月４５時間
１年３６０時間

など

法定労働時間
１日８時間
１週４０時間

特別条項
上限なし

年間６か月まで

１年間＝１２か月

法定労働時間
１日８時間
１週４０時間

法律による上限
（原則）

１か月４５時間
１年３６０時間

法律による上限（特別条項/年６月まで）
・年720時間
・複数月平均80時間以内（休日労働含む）
・月100時間未満（休日労働含む）

１年間＝１２か月

《改正後》《改正前》
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① 面接指導

１か月の時間外・休日労働が100時間以上となることが見込まれる場合は、面接指導実施医師による面接指導を行

う必要があります。

② 休息時間の確保（勤務間インターバル）・代償休息

 勤務医が確実に休息を取ることができるよう、退勤から翌日までの出勤までに原則９時間を空ける必要がありま

す。

       なお、休息時間中に緊急の業務に従事した場合には、事後的に代償休息を与える必要があります。

１．制度概要 時間外労働の上限規制の概要
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水準 長時間労働が必要な理由 年の上限時間

A水準 原則 960時間

連携B水準
地域医療確保のため、派遣先の労働時間を通算

すると長時間労働となる
通算で1,860時間

（各院では960時間）

B水準
地域医療の確保のため救急医療等を担うため

長時間労働となる
1,860時間

C-1水準 臨床研修・専攻医の研修のため 1,860時間

C-2水準 高度な技能の取得のため 1,860時間

時間外労働の上限規制

追加的健康確保措置



時間外労働の上限規制の概要
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労基則の面接指導 医療法の面接指導 安衛法の面接指導

要 件
（対象者）

時間外・休日労働が月100時間以上見込まれる特定医師

※ 安衛則第19条第１項は、特定医師に対する労基則の面接指導の結果を、安衛法第18条に基づく衛生委員会の付
議事項とすること等、安衛法に基づく健康確保措置の基礎とすることを目的に、特定医師を安衛法第66条の８第
１項の面接指導の対象として定めたもの。

実施主体 管理者 事業者

位置付け

特定医師に月100時間以上の時間
外・休日労働を行わせるための要
件（労基法第141条第３項、労基則第

69条の５ただし書）

面接指導の実施自体が義務
（医療法第108条第１項）

面接指導の実施自体が義務
（安衛法第66条の８第１項）

労基則の面接指導、医療法
の面接指導は、実施主体が
いずれも「管理者」であり、
面接指導の要件等も同一で
あることから、同一の面接
指導として実施可能。

実施主体は「事業者」であり、労基
則・医療法の面接指導とは実施主体が
異なっていることから、これら面接指
導と同じものとして取り扱うことはで
きない。もっとも、労基則の面接指導
後、安衛法第66条の８第２項ただし書
の書面を提出すれば安衛法の面接指導
も実施済みとなる。

【参考】 産業医面談と長時間労働医師への面接指導の関係

※ 労基則に基づく面接指導が行われないまま、特定医師に月100時間以上の時間外・休日労働をさせた場合に

は、当該労働が36協定で定めた「特別延長時間の上限」の範囲内であったとしても労基法違反となります。



※ 特定医師の範囲

「それ以外」

・歯科医師
・獣医師

「医業に従事する医師」
（適用猶予の対象）

・血液センター等の勤務医
・産業医
・大学病院に勤務する教授研究
業務に従事する医師

など、診療を直接の目的とする業務を
行わない医師

「特定医師」
（医師の上限規制の対象）

・病院等で診療を行う勤務医
・診療も行っている産業医

《一般労働者の上限規制》

一般労働者の時間外労働の上限規制が適用
⇒年720時間、単月100時間未満、
複数月平均80時間以内 など

医師の時間外労働の上限規制が適用

• 医師の時間外労働の上限規制は、特定医師に適用されます。

• 特定医師とは、病院もしくは診療所で勤務する医師（医療を受けるものに対する診療を直接の目的と

する業務を行わない者を除く。）または介護老人保健施設もしくは介護医療院において勤務する医師

を指します。

一般労働者の時間外労働の上限規制が適用
⇒年720時間、単月100時間未満、複数月平均80時間以内
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労働時間は、原則、客観的な記録

を基礎として。

始業・終業時刻を確認する。

労働時間の把握管理について

• 労働基準法においては、労働時間、休日、深夜業等について規定を設けていることから、使用者は労

働時間を適正に把握するなど、労働時間を適切に管理する責任を有しています。

労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン（平成29年1月20日策定）

《概要》
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２．労働時間の把握管理について

・労働時間とは、使用者の指揮命令下に置かれている時間を示します。

・自己研鑽が労働時間に該当するかは、「使用者の指揮命令下に置かれているかどうか」により判断されま
す。

・医師が他の医療機関で副業・兼業を行った場合は、労働時間は通算されることに注意してください。

労働時間とは

働き方改革関連法の改正により、労働安全衛生法についても改正され、労働者の健康確保措置を適切に実施する観

点から、“労働時間の状況の把握をすること“が法令上定められました。

【労働安全衛生法第66条の８の３（労働安全衛生規則第52条の７の３）】

● 事業者は長時間労働者に対する面接指導を実施するため、タイムカードによる記録、パーソナルコンピューター

等の電子計算機の使用時間（ログインからログアウトまでの時間）の記録等の客観的な方法その他の適切な方法

により、労働者の労働時間の状況を把握しなければならない。

※ 管理監督者や裁量労働制の適用者も含めた全ての労働者が対象です。

労働時間の状況の把握について

労働時間に当たるかどうかは、実態に応じて判断されます。

院内の勤務実態の把握を進めるとともに、勤務医が働き方を自己管理できるよう、労働時

間と自己研鑽の区別に関する考え方を明確化し、院内で周知を行いましょう。
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【参考】副業・兼業を行った場合の労働時間の通算について

●医師が他の医療機関で副業・兼業を行った場合、労働時間は通算されます。

●各医師について、各医療機関での労働時間を足し合わせ、時間外・休日労働時間を以下の表に記載され
ている上限の範囲内としてください。

自院での

適用水準

副業・兼業先での

適用水準

その医師の

年間の上限時間

A水準 A水準 960時間

A水準 特例水準
（連携Ｂ・Ｂ・Ｃ水準）

1,860時間特例水準
（連携Ｂ・Ｂ・Ｃ水準）

A水準

特例水準
（連携Ｂ・Ｂ・Ｃ水準）

特例水準
（連携Ｂ・Ｂ・Ｃ水準）

※特例水準の医療機関とＡ水準の医療

機関で勤務する場合でも、Ａ水準の

医療機関は、自院での時間外・休日

労働は自院の36協定の範囲内（特別

延長時間の上限960時間）で行う必

要があります。
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●労働時間の通算は、医師の自己申告等に基づき行います。

●適切な労務管理が行われるよう、医療機関においては、副業・兼業先
における勤務予定や労働時間を把握するためのルールや手続きを明確化
することが必要です。

副業・兼業

「副業・兼業の促進に関するガイドライン」

※具体的な労働時間の通算方法、

副業・兼業を把握するためのルール、

手続きについては



○ 医師の研鑽とは、診療等の本来業務の傍ら、医師の自らの知識の獲得や技能の向上を図るために行う学習、研究等のことをいいます。

○ 労働時間に該当するかどうかは、「使用者の指揮命令下に置かれているかどうか」で判断され、所定労働時間内に行う研鑽は労働時間に該当し
ますが、所定労働時間外に行う研鑽については、労働時間に該当する場合としない場合があります。

○ 労働時間に該当する本来業務や研鑽なのか、労働時間に該当しない研鑽なのかを明確にし、個々の医師について適切な労働時間管理をし
ていくためには、各医療機関で労働時間に該当するかどうかを明確にするための手続きが重要になります。(→手続きはＰ13～Ｐ14を参照)

医師が行う診療、教育、研究 等

本来業務
研鑽

（本来業務の傍ら医師の自らの知識の習得
や技能の向上を図るために行う学習等）

＜労働時間該当性のイメージ＞

労働時間に該当

（所定労働時間内に行う場合） （所定労働時間外に行う場合）

（上司の明示・黙示の指示がない場合）（右記以外）
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概 要 医 師 の 研 鑽 と 労 働 時 間

労働時間に該当 労働時間に該当しない



医師の研鑽に係る労働時間の考え方

１ 所定労働時間内の研鑽

使用者に指示された勤務場所（院内等）で研鑽を行う場合は、当然に労働時間に該当する

２ 所定労働時間外の研鑽

● 診療等の本来業務と直接の関連性なく、かつ、業務の遂行を指揮命令する職務上の地位にある者（上司）の明
示・黙示の指示がない限り、在院して行う場合でも、一般的に労働時間に該当しない

● 上司の明示・黙示の指示がある場合は、所定労働時間外、又は診療等の本来業務との直接の関連性がなくても、
一般的に労働時間に該当する

【実情】在院して行う場合でも、上司の明示・黙示の指示なく自発的のものも少なくない

☞ 研鑽の類型ごとに基本的考え方を整理

【令和元年７月１日付け基発0701第９号「医師の研鑽に係る労働時間に関する考え方について」】

研鑽が、

業務上必須かどうか＝

労働時間に該当するか

どうか

は、経験や業務内容な

どを踏まえて、判断す

る。

［判断に当たって考慮する要素]

・臨床研修医、専攻医、それ以降

の医師など職階（経験）の違い

・担当する外来、入院患者の状況

など
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労 働 時 間 か ど う か を 明 確 に す る た め の 手 続 き （ 医 師 の 研 鑽 ）

① どのような研鑽が労働時間に該当するか、考え方や手続きを医療機関内で整理します。

労働時間に該当する研鑽／労働時間に該当しない研鑽を明確化するための手続き（例）

実際に研鑽を行う医師の意見
を聞きながら、考え方や手続き
を整理することが重要です。

○ 医療機関は、医師が行う研鑽が労働時間に該当するかどうかを明確化するための手続きを定めることが重要です。

② 所定労働時間外に労働時間に該当しない研鑽を行う時間について、

医師からの申出制にすることとします。

③ 申出を受けた上司は、申出をした医師と話し合い、研鑽の内容を確認し、労働時間に

該当する研鑽ではないことを確認します。

④ 上司（又は事務部門）は、申出のあった医師に、以下を説明します。

・ その研鑽を実施しなかった場合に、制裁等の不利益な取扱いをしないこと

・ 労働時間に該当しない研鑽を実施している間は、本来業務から離れてよいこと

（例：各医師が月間の研鑽の計画を作成し、（事務部門を経由して）上司の承認（確認）を得る など）

※ 特に、教育・研究を本来業務に含む医師については、本来業務と研鑽の明確な区分が困難なことが多いため、労働時間に該当するかどうかを明確にするため
の手続きとして、医師本人と上司の間で円滑なコミュニケーションを取り、双方の理解の一致のために十分な確認を行うことが重要です。
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（①で整理した考え方に基づきつつ、上司が、申出をした医師の経験や業務内容などを踏まえ、業務上

必須の研鑽ではないかを判断します。 ）

上司と医師とでしっかりと
コミュニケーションをとってください。



労 働 時 間 か ど う か を 明 確 に す る た め の 環 境 の 整 備 （ 医 師 の 研 鑽 ）

〇 医療機関が定めた手続きについて、適切な運用を確保するための取組を行うことが重要です。

① 研鑽の考え方や、手続きの内容を書面にまとめて、医師、他職種を含む院内全体で周知します。

労働時間に該当しない研鑽について、適切な運用を確保するための環境整備（例）

院

内

ル

ー
ル

② 所定労働時間外に労働時間に該当しない研鑽を行う場合は、

通常勤務でないことが外形的に明確に見分けられるよう以下の措置を講じます。

・ 院内に労働時間に該当しない研鑽を行うための場所を設ける

・ 労働時間に該当しない研鑽を行う場合には白衣を着用せずに行う など

（例：医療機関内の研鑽の考え方や手続き、研鑽を行っている医師を診療体制に含めないことなどを周知）
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以上をもとに、各医療機関において、研鑽の取扱いに関するルールを定め、
適切な運用を図っていただくようお願いします。
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【 参 考 】 医 師 の 研 鑽 に 関 す る 取 組 事 例

【事例】研鑽が労働時間に該当するか否かの整理例

※労務管理の方法や働き方改革の推進体制の整備、意識醸成など

全国の医療機関の取組事例を紹介しています。

※『勤務環境改善に向けた好事例集』より抜粋 北野病院（大阪市）

2023年3月に公表しています。
ご参照ください。

「勤務環境改善に向けた好事例集」
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宿日直許可申請について

・宿日直中の勤務実態が、労働密度が低く十分な休息をとることが可能と認められる場合には、労働基準

監督署から「宿日直許可」を得ることができます。

・宿日直許可の対象となった業務（宿日直）に従事する時間は、労働基準法の労働時間規制の対象から除

外されます。

・宿日直許可の回数は、原則（例外あり）、同一医師の宿直が週１回、日直が月１回以内です。許可回数

を超えて宿日直に従事させた場合、超過分について通常の労働としての取扱が必要です。

宿日直許可とは？

対象となる業務は？

医療機関全体でなく、一部の診療科や時間帯に限った形でも申請ができます。許可の対象となるかどう

かは、以下の許可基準に沿って総合的に判断されます。

●通常業務とは異なる、軽度または短時間の業務であること。

●救急患者の診療など、通常業務と同等の業務が発生することはあっても、その頻度がまれであること。

●宿直の場合は、相当の睡眠設備があり、夜間に十分な睡眠を取り得ること。

●通常業務の延長ではなく、通常の勤務時間の拘束から完全に解放された後の業務であること。
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医療機関の宿日直許可申請に関するFAQはこちら

許可基準の詳細については 23、24ページ 参照



宿日直許可申請について
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◎労働基準監督署に宿日直許可の申請を行ってから許可を受けるまでの流れは、概ね以下のとおりです。

① 労働基準監督署に、申請書(様式第10号）原本2部 及び 添付書類を提出

② 労働基準監督官による実地調査

・ 宿日直業務に実際に従事する医師等へのヒアリングや、仮眠スペースの確認等を行い、申請時に提出
された書類の内容が事実に即したものかの確認を行う。

・ 勤務実態の確認に必要な期間の勤務記録の提出を求められる。

③ ②の実地調査の結果、許可相当と認められた場合に宿日直許可が為され、許可書が交付される

宿日直当番表、宿日直日誌や急患日誌等、宿日直中に従事す
る業務内容、業務内容ごとの対応時間が分かる資料（電子カ
ルテのログや急患日誌等を基に作成したもの）、仮眠室等の
待機場所が分かる図面及び写真、宿日直勤務者の賃金一覧表、
宿日直手当の算出根拠がわかる就業規則 など

※ 担当調査官が調査に必要な範囲で、各種資料の提出を依
頼します。

（参考）申請から宿日直許可までの流れ

申請時に提出が必要な書類（例）
（申請書記載例）



宿 日 直 許 可 の 取 得 後 に 重 要 な こ と
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------------------------宿日直許可の取得後に重要なことは？

○ 単に、宿日直許可により在院時間の一部が上限規制との関係で労働時間から除外されることをもって、労働時間

の短縮や勤務環境の改善がなされたと捉えるべきものではありません。宿日直許可の取得を通じて確認された労働時

間等の実態を前提に、医療機関は、宿日直許可取得後も、様々な“働き方改革”を進めていくことが求められます。

○ 宿日直許可は、許可を受けた勤務態様で宿日直の業務に従事する場合に、労働時間規制の適用除外となるもの

です。宿日直許可取得後も、実際に許可を受けた勤務態様で宿日直の業務に従事しているかを確認するなど、適切な労

務管理を継続する必要があります。

留意点 ① 許可を受けた宿日直中に、「通常と同態様の業務」を行った場合、その時間は労働時間です。
この時間については、宿日直手当とは別に本来の賃金（必要な割増賃金を含む）を支払う必要があります。

② 許可を受けた後に、許可の内容に沿った運用ができなくなった又は許可の内容から勤務実態が事実上乖離
してしまった場合には、許可の効果が及ばなくなる（宿日直中の全ての時間が労働時間となる）可能性があります。
このような場合には、まずは勤務内容の見直しを行ってください。

③ それでも許可の内容に沿った運用が難しい場合には、許可の再申請等を行う必要があります。



↓
↓
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宿日直業務に関するチェックリスト ①

１回の宿日直業務に、許可された人数を超える数
の医師を就かせていないか。

以下の「宿日直許可書への適合状況」についてご確認ください。
チェックがつかない項目があれば、宿日直許可の効果が発生していない
可能性があります。宿日直業務について見直しを行ってください。

９

８

●

就寝設備は引き続き備わっているか。

許可した開始時間前又は終了時間後に、宿日直業
務に就かせていないか。

許可した金額以上の宿日直手当を支払っているか。

宿日直業務に就く医師に変更があった場合、都度
宿日直手当の金額に不足がないか確認しているか。

※診療科を限定した許可である場合もあります。
この点についてもご確認をお願いします。

STEP 01

許可事例

宿日直の人数

１人の医師が宿日直業務に就く回数が、許可を
上回るものとなっていないか。

就寝設備

宿日直の手当

宿日直の時間帯

宿日直の回数
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宿日直業務の時間帯に、本来業務である診療や
その準備行為、後処理（電子カルテの確認等）
を行うことが常態化していないか（あっても稀か）。

突発的な事故による応急患者の診療又は入院、
患者の死亡、出産等への対応の頻度が、
許可申請時点から相当程度増加していないか。
（新たに救急病院の指定を受けたなど許可申請
時点から事情の変更はないか。）

※診療科を限定した許可である場合もあります。
この点についてもご確認をお願いします。

□その時間を把握しているか。

□その時間について、別途賃金
（必要な割増賃金を含む）を支払っているか。

※支払っていない場合、労働基準法違反になります。

（中略）

宿日直業務に関するチェックリスト ②STEP 01

許可事例 以下の「宿日直許可書への適合状況」についてご確認ください。
チェックがつかない項目があれば、宿日直許可の効果が発生していない
可能性があります。宿日直業務について見直しを行ってください。

宿日直業務の態様

やむを得ず
宿日直の時間帯に突発的な診療等の
通常業務を行った場合には･･･

上の２つが の場合でも
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□ 宿日直許可書の内容や宿日直許可中の業務態様が、宿日直を行う医師と一緒に働く他のスタッフ等にも共有されているか。

□ 仮眠室の整備など、宿日直中に十分な休憩や睡眠を確保できるような環境整備を行っているか。

□ タスク・シフト／シェアを進めるなど、宿日直中の医師の業務量削減に努めているか。

□ 通常業務が発生した場合の連絡体制（オンコール医師など）を確保しておくなど、

宿日直許可のある宿日直に従事する医師が通常と同態様の業務に従事しなくてよいように努めているか。

□ 宿日直明けの勤務者への配慮（連続当直をしない、当直明けの日勤をいれない等）を行っているか。

□ 副業・兼業先で医師が宿日直業務に就いている場合、副業・兼業先の宿日直許可書の内容の確認に努めているか。

□ 副業・兼業先で宿日直の時間帯に突発的に診療等の通常業務を行った時間を確認するため、

副業・兼業を行っている医師本人からの自己申告等による確認を行う体制を構築しているか。

※ 複数の使用者の下で、宿日直業務に頻繁に従事するような場合、通常の勤務と相まって、長時間の拘束

につながることなどが懸念されますので、ご配慮をお願いします。

○ 医師は、宿直明けの業務負担軽減や、宿直明けを休みとする取組により、満足度が向上するという調査結果があります。

○ 宿日直許可取得後も、医師の宿日直業務の勤務環境改善に向けた取組を進めましょう。

○ 副業・兼業先で宿日直業務に従事する場合があります。医師からの自己申告等に基づき、副業・兼業先の勤務実態も確認でき
る体制を確保しましょう。

宿日直業務の勤務環境改善に向けたチェックリストSTEP 02

院内の勤務環境改善の取組

副業・兼業先

※ 副業・兼業先とは、複数の勤務先で勤務する医師について、自院以外の全ての勤務先を指します。
例えば、医師の派遣を受け入れている医療機関にとっては、派遣元の医療機関が副業・兼業先となります。

ワーク・ライフ
バランスを



【参考】 断続的な宿日直の許可基準について（一般基準）
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【 参 考 】 断続的な宿日直の許可基準について（医師・看護師等）
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１．時間外労働の上限規制の概要

２．労働時間の適正把握と自己研鑽について

３．宿日直許可取得後の適切な労務管理について

４．36協定について



3 6協定について

●特定医師に関する36協定については、以下について定めなければなりません。

時間外・休日労働をさせることができる場合

時間外・休日労働をさせることができる労働者の範囲

対象期間（１年間に限る） １年の起算日 有効期間

対象期間における

１日 １か月※ １年※

について労働時間を延長して労働させることができる時間又は労働させることができる休日

※原則となる時間外労働の限度時間（月45時間・年360時間）の範囲で協定します。

一般条項の協定項目

（副業・兼業先での労働時間も合わせて）時間外・休日労働は、

✓ １か月：水準問わず100時間未満※

✓ １年 ：Ａ水準 960時間以内／連携Ｂ水準、Ｂ水準、Ｃ水準 1,860時間以内

を満たすこと。

※１か月について時間外・休日労働が100時間以上となることが見込まれる医師について、面接指導を実施等する場合は、１か月の時間外・休日労働が100時間以
上となっても差し支えない。

（副業・兼業先での労働時間も合わせて）１か月の時間外・休日労働の合計が100時間以上となる場合の措置※

✓ １か月の時間外・休日労働の合計が100時間に到達する前に面接指導を実施し、面接指導実施医師の意見を踏まえ、労働者の健康確
保のために必要な措置を講ずること

✓ １か月の時間外・休日労働の合計が155時間を超えた場合、労働時間短縮のための具体的措置を行うこと

※１か月の時間外・休日労働の合計が、100時間以上、155時間超となることが見込まれない場合には、36協定に本措置に関する定めをする必要はありません。

チェックボックスへチェックを入れる必要のある事項

チェックボックスへチェックを入れる必要のある事項

36協定において締結する必要がある事項

26



3 6協定について

●臨時的な特別の事情があるため、時間外労働の限度時間（月45時間・年360時間）を超えて

時間外・休日労働を行わせる必要がある場合には、特別条項として、さらに以下について協定する。

限度時間を超えて労働させることができる場合

限度時間を超えた労働に係る割増賃金率

自院で臨時的に限度時間を超えて労働させる必要がある場合における

✓ １か月の時間外・休日労働の合計時間数※１

✓ １年の時間外・休日労働の合計時間数※２

※１ 水準問わず、１か月100時間未満の範囲で定めてください。

ただし、36協定に、「１か月の時間外・休日労働の合計が100時間に到達する前に面接指導を実施し、面接指導実施医師の意見を踏まえ、労働者の

健康確保のために必要な措置を講ずること」を定めた場合、この限りではありません。

※２ Ａ、連携Ｂ水準 960時間以内／Ｂ、Ｃ水準 1,860時間以内の範囲で定めてください。

連携Ｂ、Ｂ、Ｃ水準の医師について、以下の措置を行うこと

✓ １年間の時間外・休日労働の合計時間数が960時間を超えることが見込まれる者に対する勤務間インターバルの確保等によ
る休息時間の確保

限度時間を超えて労働させる場合における手続き

限
度
時
間
を
超
え
る
場
合

特別条項の協定項目

限度時間を超えて労働させる労働者に対する健康および福祉を確保するための措置

チェックボックスへチェックを入れる必要のある事項

36協定において締結する必要がある事項【特別条項】
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3 6協定について

●時間外・休日労働は必要最小限にとどめてください。

●使用者は、36協定の範囲内であっても、労働者に対する安全配慮義務を負います。労

働時間が長くなるほど過労死との関連性が強まります。

●時間外労働・休日労働を行う業務の区分を細分化し、業務の範囲を明確にしてくださ

い。

●臨時的な特別の事情がなければ、限度時間を超えることはできません。また、限度時

間を超えて労働させる必要がある場合はできる限り具体的に定めてください。この場

合も、時間外労働は限度時間にできる限り近づけるようにしてください。

特に、連携B、B水準、C水準の医師については、名簿を作成するなどして、36協定の締結に当た

り該当する医師を特定しておく必要があります。

その他の留意事項については、36協定指針もご確認ください。

36協定の締結に当たって留意していただきたい事項

「36協定指針」

28



3 6協定届の記載例（１）

29

【様式第９号の５】

１枚目（各水準共通）

時間外労働が限度
時間（年360時間）
を超えない場合

様式第９号の４

29

様式ダウンロード



3 6協定届の記載例（２）

30

【様式第９号の５】

２枚目（A水準）

特別延長時間の上限
１年960時間

30



3 6協定届の記載例（３）

31

【様式第９号の５】

２枚目（特例水準）

特別延長時間の上限
１年1,860時間
（B水準、C水準）

特別延長時間の上限
１年960時間（連携B

水準）
※自院での上限時間
を記載

31次頁を参照



参 考  

臨時的な特別な事情がある場合（事由）の記載例

Ａ水準
患者数増加、入院患者の急変、救急患者の搬送等に伴う診察、検査、診断、処置、
手術への対応の発生 など

Ｂ水準
救急患者や重症患者に対する診療、検査、診断、処置、手術への対応 など
※地域医療の確保のためにやむを得ず長時間労働になる事由を記載

連携Ｂ水準
患者数増加、入院患者の急変、救急患者の搬送等に伴う診察、検査、診断、処置、
手術への対応の発生 など
※派遣されるまで派遣元で従事している医師業務との関係で臨時的に限度時間を超えて時間外労働を行わせる事由を記載

Ｃ水準
○○臨床研修プログラムにおける診察、検査、診断、処置、手術への対応
○○専門研修プログラムにおける診察、検査、診断、処置、手術への対応 など
※各医師の技能研修計画について、時間外労働を行わせる必要のある事由を記載

32



3 6協定届の記載例（４）

33

【様式第９号の５】

３枚目

A水準で勤務す
る医師の場合は、
チェック不要

33



【参考】電子申請について

34

労働条件ポータルサイト「確かめよう労働条件」から36協定等の電子申請が可能になりました。

具体的な使い方は
こちらの利用案内から



各種参考資料等

●【医師の働き方改革 2024年４月までの手続きガイド】

（令和５年４月発行）

医師の働き方改革の制度解説と医療機関が

行うべき手続き等について解説を行っています。

35

「手続きガイド」

「医師の時間外労働の
上限規制に関するQ＆A」

●「医師の時間外労働の上限規制に関するQ＆A」

36協定の締結・届出、上限規制の内容、面接指導などについ

てのQ＆Aです。

「医師の時間外労働の
上限規制に関するQ＆A」追補分

●厚生労働省のポータルサイト（『いきサポ』）

各医療機関の取組事例、医師の働き方改革の

制度解説などを紹介しています。

いきサポ



ご清聴ありがとうございました
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